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2023年６月５日

株主の皆様へ

第157期定時株主総会招集ご通知
その他の電子提供措置事項

　法令および当社定款第13条の規定に基づき、第157期定時株主総会招集ご通

知の添付書類のうち、当社ウェブサイト（https://jp.toto.com/company/ir/

reference/meeting）に掲載することにより、当該添付書類から書面交付請求

をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記

載を省略した事項は次のとおりでありますので、ご高覧賜りますようお願い申し

あげます。

TOTO株式会社
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連結株主資本等変動計算書

■ 連結株主資本等変動計算書（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

株主資本

資本金 資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計
当期首残高 35,579 29,381 322,980 △13,793 374,147
当期変動額

剰余金の配当 △16,956 △16,956
親会社株主に帰属する
当期純利益 38,943 38,943

自己株式の取得 △8 △8
自己株式の処分 48 86 135
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － 48 21,987 78 22,114
当期末残高 35,579 29,430 344,968 △13,715 396,262

その他の包括利益累計額
新株

予約権
非支配

株主持分
純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 13,675 15,735 1,888 31,299 287 7,637 413,372
当期変動額

剰余金の配当 △16,956
親会社株主に帰属する
当期純利益 38,943

自己株式の取得 △8
自己株式の処分 135
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 3,864 13,890 8,218 25,974 △25 △343 25,605

当期変動額合計 3,864 13,890 8,218 25,974 △25 △343 47,719
当期末残高 17,539 29,626 10,107 57,273 262 7,294 461,092

（単位：百万円）

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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連結注記表

■ 連結注記表

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 48社
主要な連結子会社の名称 ＴＯＴＯサニテクノ㈱、ＴＯＴＯウォシュレットテクノ㈱、

東陶（中国）有限公司、TOTO Asia Oceania Pte.Ltd.、TOTO 
AMERICAS HOLDINGS,INC.、TOTO Europe GmbH

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の関連会社の数 ４社

主要な会社名 P.T.SURYA TOTO INDONESIA Tbk.

②　持分法を適用していない関連会社の名称等
関連会社 ㈱エムビー工舎

（持分法の適用範囲から除いた理由）
　持分法非適用会社は小規模であり、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に
見合う額）等は連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め、持分法の適用範囲から除外しています。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、東陶（中国）有限公司、TOTO Asia Oceania Pte.Ltd.、TOTO 
AMERICAS HOLDINGS,INC.、TOTO Europe GmbH等21社の決算日は12月31日であり、連
結決算日との差は３ヵ月以内であるため、連結子会社の事業年度に係る計算書類を基礎として連
結を行っています。
　また、この場合、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ
ています。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

デリバティブ 時価法
棚卸資産
　主として次によっています。

製品、半製品、仕掛品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

原材料、貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）
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連結注記表

顧客との契約から生じ
る収益に関する主要な
事業における主な履行
義務の内容及び当該履
行義務を充足する通常
の時点（収益を認識す
る通常の時点）

当社グループは、主に住宅設備機器及びセラミック製品の製造・
販売を行っています。これらの製品の販売は、主に製品が着荷し
た時点で支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると判断し、
着荷時点において収益を認識しています。また、一部の国内連結
子会社における請負契約等については、一定期間にわたり履行義
務が充足されると判断し、主に発生原価による履行義務の充足に
係る進捗度に基づき収益を認識しています。これらの収益は顧客
との契約において約束した対価から、値引き及び売上割引等を控
除した金額で測定しています。取引の対価は、履行義務を充足し
てから短期のうちに受領し、重要な金融要素は含んでいません。

半成工事 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 定額法
（リース資産を除く）
無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）による

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

役員賞与引当金 役員の賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支給
見込額を計上しています。

製品点検補修引当金 製品の点検補修活動等に係る損失に備えるため、当該見込額を計
上しています。

事業再編引当金 事業の再編・整理等に係る損失に備えるため、当該見込額を計上
しています。

④　収益及び費用の計上基準
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連結注記表

退職給付に係る会計処
理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結
会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産
の額を控除した額（ただし年金資産の額が退職給付債務を超える
場合には退職給付に係る資産）を計上しています。なお、退職給
付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってい
ます。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（主として14年）による定額法により費用処理してい
ます。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として14年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しています。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税
効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の
退職給付に係る調整累計額に計上しています。

重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処理しています。
なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、収益及び費用は、期中平均相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非
支配株主持分に含めて計上しています。

重要なヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。
グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しています。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17
日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算
定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が
定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしました。なお、連結計算書類に与える
影響はありません。
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連結注記表

当連結会計年度（百万円）
有形固定資産 242,500
無形固定資産 29,467
減損損失（事業再編費用） 70

３．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算出方法

　固定資産の帳簿価額について、報告期間の末日ごとに営業活動から生ずる損益等により減損の
兆候があると判断した場合には、減損損失の計上要否を確認しています。
　当社グループは、継続的に損益の把握を行っている管理会計上の区分（製品カテゴリー別等）
を基礎として資産をグルーピングし、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッ
シュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少
額を減損損失として計上します。
　日本住設事業セグメントに帰属する一部の資産グループについて、不動産評価額等により算出
した正味売却価額にて、減損損失の認識の判定を行った結果、割引前将来キャッシュ・フローの
総額が帳簿価額を上回っているため、減損損失の認識は不要と判断しています。

②　主要な仮定
　割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、専門家から取得した不動産鑑
定評価書に基づく不動産評価額です。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　経済環境の変化等により、主要な仮定に影響を与える可能性がありますが、回収可能額が帳簿
価額を十分に上回っているため、減損損失が発生する可能性は低く、翌連結会計年度の連結計算
書類に与える影響は僅少であると想定しています。

（繰延税金資産の回収可能性）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　2023年３月31日現在、繰延税金資産を2,335百万円計上しています。また、そのうち、日本
における当社とその通算グループで468百万円計上しています。

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算出方法

　繰延税金資産の帳簿価額は、将来の課税所得や現在の税制・税率の改正など様々な予測・仮定
に基づき算出し、回収可能性がないと考えられる場合、評価性引当金の計上により減額していま
す。

②　主要な仮定
　将来の課税所得の発生時期及び金額は、事業計画及びその他想定しうる事象に基づいて合理的
に算出していますが、事業計画における新型コロナウイルス感染症の影響は限定的と判断し、繰
延税金資産の回収可能性の見積りを行っています。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　当社グループでは、現在までに想定しうる最善の見積り及び仮定に基づき、繰延税金資産を計
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連結注記表

有形固定資産の減価償却累計額 373,442百万円

上していますが、経営状況の変化や税務調査の結果等、将来の課税所得の予測・仮定に影響を与
える事象の発生により、繰延税金資産の評価に影響を与える可能性があります。ただし、繰延税
金資産の計上額への影響は僅少であると想定しています。

（退職給付債務及び退職給付費用）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　2023年３月31日現在、退職給付に係る資産を27,918百万円、退職給付に係る負債を20,573
百万円計上しています。

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算出方法

　退職給付債務及び退職給付費用は、主に数理計算で設定される退職給付債務の割引率、年金資
産の長期期待運用収益率等に基づいて計算しています。

②　主要な仮定
　割引率（1.2％）は、退職給付支払いごとの支払見込み期間に対応する期間の安全性の高い長
期債利回りを参考に決定し、また、年金資産の長期期待運用収益率（2.0％）は、現在及び予想
される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の
収益率を考慮し設定しています。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定の１つである長期期待運用収益率は、経済状況により、変動することが予想され、
0.5％上昇した場合は翌連結会計年度において退職給付費用が866百万円減少、0.5％低下した場
合は翌連結会計年度において退職給付費用が866百万円増加する可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
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連結注記表

普通株式 176,981,297株

決　　議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円) 基　準　日 効力発生日

2022年５月16日
取締役会 普通株式 8,477 50.0 2022年

３月31日
2022年
６月３日

2022年10月28日
取締役会 普通株式 8,478 50.0 2022年

９月30日
2022年

12月１日

決　　議 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基　準　日 効力発生日
2023年５月19日

取締役会 普通株式 8,479 利益剰余金 50.0 2023年
３月31日

2023年
６月６日

普通株式 126,500株

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

⑶　当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的とな
る株式の種類及び数

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、銀行等金融機関からの借
入れにより資金調達しています。
　デリバティブは、通常の原材料の調達範囲内で、価格変動リスクを回避するために利用し、投機
的な取引は行いません。
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関し
ては、当社グループの販売取引先マネジメント規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を
行うと共に、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としています。
　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス
ク等に晒されています。当該リスクに関して、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、管理
しています。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。
　短期借入金及びコマーシャル・ペーパーは主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主
に設備投資に係る資金調達です。
　デリバティブ取引の執行・管理については、当社グループのデリバティブ取引管理規定に従い、
デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引
を行っています。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次
に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しています。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額

投資有価証券（＊２） 49,788 49,788 －
長期借入金（＊３） (1,719) (1,718) (△0)

区分 当連結会計年度(百万円)

非上場株式 781
組合出資 1,067

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 49,788 － － 49,788

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりです。なお、「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。
また、「受取手形、売掛金及び契約資産（契約資産を除く）」「支払手形及び買掛金」「短期借入
金」「コマーシャル・ペーパー」は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ
ることから、記載を省略しています。

（単位：百万円）

(＊１) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
(＊２) 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含めていません。当該金融商品の連結貸借

対照表計上額は以下のとおりです。

(＊３) １年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めています。

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ
のレベルに分類しています。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され
る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し
ています。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2023年３月31日）
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連結注記表

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 1,718 － 1,718

グローバル住設事業

日本住設
事業

海外住設事業 グローバル
住設事業

合計
中国大陸

事業
アジア・

オセアニア
事業

米州事業 欧州事業

売上高
顧客との契約から
生じる収益

462,780 85,126 44,753 53,459 5,302 651,421

新領域事業 その他
（注）

売上高
合計セラミック

事業
売上高
顧客との契約から
生じる収益

49,488 276 701,187

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2023年３月31日）

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しています。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しています。

長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を
基に、割引現在価値法により算定し、レベル２の時価に分類しています。

７．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自2022年４月１日  至2023年３月31日）
（単位：百万円）

(注) 「その他」の区分は不動産賃貸事業等です。
重要性が乏しいため、顧客との契約から生じる収益に含めて表示しています。

⑵　収益を理解するための基礎となる情報
　「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等⑷会計方針に関する事
項 ④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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連結注記表

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 93,818
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 98,152
契約資産（期首残高） 983
契約資産（期末残高） 1,238
契約負債（期首残高） 11,560
契約負債（期末残高） 9,357

⑴　１株当たり純資産額 2,674円28銭

⑵　１株当たり当期純利益 229円66銭

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

　契約資産は、請負契約等について進捗度に基づき認識した収益に係る未請求の対価に対する連結
子会社の権利です。契約資産は、対価に対する連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との
契約から生じた債権に振り替えられます。
　契約負債は、主に製品販売について顧客から受け取った前受金です。連結貸借対照表のうち流動
負債の「その他」に含まれています。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、
8,902百万円です。
②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客と
の契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

８．１株当たり情報に関する注記
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株主資本等変動計算書

■ 株主資本等変動計算書（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

圧縮記帳
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 35,579 29,101 165 29,266 8,290 1,631 157,000 49,129 216,051
当期変動額

圧縮記帳積立金の取崩 △55 55 －
別途積立金の積立 15,000 △15,000 －
剰余金の配当 △16,956 △16,956
当期純利益 23,102 23,102
自己株式の取得
自己株式の処分 48 48
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － 48 48 － △55 15,000 △8,797 6,146
当期末残高 35,579 29,101 213 29,315 8,290 1,576 172,000 40,331 222,198

株主資本 評価・換算差額等 新株
予約権 純資産合計自己株式 株主資本

合計
その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 △13,793 267,104 13,600 13,600 287 280,991
当期変動額

圧縮記帳積立金の取崩 － －
別途積立金の積立 － －
剰余金の配当 △16,956 △16,956
当期純利益 23,102 23,102
自己株式の取得 △8 △8 △8
自己株式の処分 86 135 135
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 3,873 3,873 △25 3,848

当期変動額合計 78 6,274 3,873 3,873 △25 10,122
当期末残高 △13,715 273,378 17,474 17,474 262 291,114

（単位：百万円）

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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個別注記表

■ 個別注記表

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び 移動平均法による原価法
関連会社株式
その他有価証券

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ　 時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品、半製品、仕掛品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
原材料、貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定額法

（リース資産を除く）
②　無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）による

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②　役員賞与引当金 役員の賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込
額を計上しています。

③　製品点検補修引当金 製品の点検補修活動等に係る損失に備えるため、当該見込額を計
上しています。

④　事業再編引当金 事業の再編・整理等に係る損失に備えるため、当該見込額を計上
しています。
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個別注記表

顧客との契約から生じる収益
に関する主要な事業における
主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時
点（収益を認識する通常の時
点）

当社は、主に住宅設備機器及びセラミック製品の製造・販売を行
っています。これらの製品の販売は、主に製品が着荷した時点で
支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると判断し、着荷時点
において収益を認識しています。これらの収益は顧客との契約に
おいて約束した対価から、値引き及び売上割引等を控除した金額
で測定しています。取引の対価は、履行義務を充足してから短期
のうちに受領し、重要な金融要素は含んでいません。

① 外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しています。

② ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。

⑤　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。なお、退職
給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっていま
す。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（主として14年）による定額法により費用処理してい
ます。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（主として14年）による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理して
います。

⑷　収益及び費用の計上基準

⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
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個別注記表

当事業年度（百万円）
有形固定資産 75,267
無形固定資産 19,714
減損損失（事業再編費用） 5

２．会計方針の変更に関する注記

(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)
 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17
日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会
計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定め
る新たな会計方針を将来にわたって適用することとしました。なお、計算書類に与える影響はあ
りません。

３．会計上の見積りに関する注記

(固定資産の減損)
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一です。

(繰延税金資産の回収可能性)
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　2023年３月31日現在、繰延税金負債を3,153百万円（繰延税金負債と相殺前の繰延税金資産
の金額4,460百万円）計上しています。

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一です。

(退職給付債務及び退職給付費用)
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　2023年３月31日現在、退職給付引当金を17,048百万円計上しています。
⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一です。
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個別注記表

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 117,433百万円

短期金銭債権 97,463百万円
長期金銭債権 52百万円
短期金銭債務 51,988百万円

売上高 161,992百万円
営業費用 340,378百万円
営業取引以外の取引高 12,148百万円

普通株式 7,389,240株

４．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債権、金銭債務

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

７．税効果会計に関する注記

⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産（評価性引当額15,743百万円）の発生の主な原因は、賞与引当金損金算入限度
超過額、退職給付引当金損金算入限度超過額であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他
有価証券評価差額金です。

⑵　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
　当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しています。これに伴
い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制
度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12
日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従っています。
　また、実務対応報告第42号第32項⑴に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の
変更による影響はないものとみなしています。
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個別注記表

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社 ＴＯＴＯ
サニテクノ㈱

大分県
中津市 100 衛生陶器の

製造・販売 直接100.0%
当社製品の製造
土地等及び設
備の賃貸
役員の兼任等

土地等及び設備
の賃貸（注1） 2,624 未収入金 243

子会社 ＴＯＴＯ
ウォシュレットテクノ㈱

北九州市
小倉北区 100 温水洗浄便座

の製造・販売 直接100.0% 当社製品の製造
役員の兼任等

温 水 洗 浄 便 座
の購入（注2） 60,823 買掛金 3,454

子会社 ＴＯＴＯ
バスクリエイト㈱

千葉県
佐倉市 100

ユニットバス
ルームの
製造・販売

直接100.0% 当社製品の製造
役員の兼任等

ユニットバス
ルームの購入
（注2）

80,068 買掛金 6,013

子会社 ＴＯＴＯ
アクアテクノ㈱

北九州市
小倉南区 100

水栓機器製品
等の製造・販
売

直接100.0% 当社製品の製造
役員の兼任等

水栓機器製品等
の購入（注2） 62,918 買掛金 3,760

子会社 ＴＯＴＯ
アクアエンジ㈱

東京都
港区 100

住宅設備機器
の施工・販売・
設計・請負

直接100.0% 当社製品の施工等
役員の兼任等

住宅設備機器の販
売、施工管理業務
の委託（注3）

19,196 売掛金及び
契約資産 6,945

子会社 ＴＯＴＯ
エムテック㈱

東京都
新宿区 100 住宅設備機器

の販売 直接100.0% 当社製品の販売
役員の兼任等

住 宅 設 備 機 器
の販売（注3） 31,003 売掛金及び

契約資産 11,300

子会社 ＴＯＴＯ
関西販売㈱

大阪市
浪速区 42 住宅設備機器

の販売 直接100.0% 当社製品の販売
役員の兼任等

住 宅 設 備 機 器
の販売（注3） 15,257 売掛金及び

契約資産 5,686

子会社 ＴＯＴＯ
九州販売㈱

福岡市
博多区 100 住宅設備機器

の販売 直接100.0% 当社製品の販売
役員の兼任等

住 宅 設 備 機 器
の販売（注3） 12,105 売掛金及び

契約資産 4,459

子会社 ＴＯＴＯ
ファイナンス㈱

北九州市
小倉北区 100

当社及び当社
子会社への資
金貸付

直接100.0% 運転資金の援助
役員の兼任等

資金の借入（注4） 4,628 短期借入金 2,085
当社の取引先が有する営業債
権のファクタリング（注5） 39,025

買掛金 9,705
未払金 2,446

子会社
東陶（中国）
有限公司

中華人民
共和国
北京市

53,850
千米ﾄﾞﾙ

持株会社
中国大陸におけ
る製品の販売

直接100.0% 当社製品の販売
役員の兼任等 資金の借入（注4) 3,903 短期借入金 6,602

子会社
TOTO
Asia Oceania
Pte.Ltd.

Singapore, 
Singapore

270,590
千米ﾄﾞﾙ

持株会社
アジア・オセア
ニアにおける製
品の販売

直接100.0% 当社製品の販売等 資金の貸付（注4） 24,733 短期貸付金 23,484

子会社
TOTO
AMERICAS 
HOLDINGS,INC.

Morrow,GA
U.S.A.

88,325
千米ﾄﾞﾙ 持株会社 直接100.0% 役員の兼任等 資金の貸付（注4） 3,067 短期貸付金 5,074

子会社 TOTO
U.S.A., Inc.

Morrow,GA
U.S.A.

78,420
千米ﾄﾞﾙ

衛生陶器の製造、
米州における製品
の販売

間接100.0%
当 社 製 品 の 製
造・販売
役員の兼任等

セラミック製品・
住宅設備機器の販
売（注3）

30,567 売掛金及び
契約資産 6,723

８．関連当事者との取引に関する注記

⑴　子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1. 近隣の取引実勢を勘案して契約により決定しています。

2. 市場価格から算定した価格及び提示された総原価を検討の上、決定しています。
3. 市場価格及び総原価を勘案して価格交渉の上、決定しています。
4. 市場金利を勘案して金利を決定しています。取引金額は、期中の平均残高を記載しています。
5. 当社の営業債務に関し、当社、取引先、ＴＯＴＯファイナンス㈱の三社間で基本契約を締結し、ファク
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個別注記表

種類 会社等の名称
又 は 氏 名 所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

役員 喜多村　円 － － 当社
代表取締役

（被所有）
直接0.0% －

金銭報酬債権の現
物出資に伴う自己
株式の処分（注）

22 － －

役員 清田　徳明 － － 当社
代表取締役

（被所有）
直接0.0% －

金銭報酬債権の現
物出資に伴う自己
株式の処分（注）

22 － －

役員 白川　敬 － － 当社
代表取締役

（被所有）
直接0.0% －

金銭報酬債権の現
物出資に伴う自己
株式の処分（注）

14 － －

役員 林　良祐 － －
当社
取締役

（被所有）
直接0.0% －

金銭報酬債権の現
物出資に伴う自己
株式の処分（注）

10 － －

⑴　１株当たり純資産額 1,715円01銭

⑵　１株当たり当期純利益 136円24銭

タリング方式による決済を行っています。

⑵　役員及び個人主要株主等

(注) 譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものです。

９．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報
　「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記⑷収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
す。

10．１株当たり情報に関する注記
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